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これは 20年以上に渡りアフリカの「障害と開発」に携わり続けてきた国際 NGO 職員の言葉で
ある1。 
実際、2006 年に採択された国連障害者権利条約（United Nations Convention on the Rights of Persons 













                                                        
1 ケニアで 2017年に開催されたワークショップでの発言。 
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1981 年の国際障害者年および国連障害者の 10 年（1983～92 年）を機に、世界的に障害者の完
全参加と平等に向けた取り組みが行われてきた。しかし、これらの取り組みはアフリカの障害者
の生活に大きな改善をもたらさなかったとの考えから、アフリカ連合（African Union: AU）が牽引
役となり、第 1次（2000～09年）・第 2 次（2010～19年）アフリカ障害者の 10年など障害課題に
関する大陸横断的な取り組みを推し進めてきた。しかし、第 1 次アフリカ障害者の 10 年は、AU
加盟国のオーナーシップが希薄であったこと、財政配分が欠如していたことなどから十分な成果
があがらなかったとの批判があった［小林 2016］。そのため、第 2次アフリカ障害者の 10年を契
機に、AU 枠内で障害課題に対する取り組みを行うべく、AU は 2013 年 1 月の執行理事会におい
て、AU障害アーキテクチャ（AU Disability Architecture: AUDA）の創設を承認した。AUDAは、
アフリカの障害者の完全参加、平等、エンパワメントの促進や、アフリカの「障害と開発」に関
する体制づくりを目的とし、法・プログラム・機関の 3つの柱から成っている。 
第 1 の柱、法に関しては、人権保障に関する基本文書であるアフリカ人権憲章（African Charter 
on Human and People’s Rights）を補完する文書として、アフリカの障害者の権利に関する議定書









ークショップなどを通じ、参加型で草案が作成され、2014 年に議定書の第 2 草案が発表された。
2016 年 11 月にエチオピアのアディスアベバで行われた議定書検証ワークショップには、アフリ
カ各国の政府関係者や障害者団体（Disabled People’s Organisation）の代表など約 50 名が参加し、
草案の条項や文言が細かく検証され、逐次修正された。その後、2017 年 4月にアルジェリアのア
ルジェで開催された閣僚級会合で内容確認が行われ、議定書は AU 社会開発技術特別委員会
（Specialized Technical Committee on Social Development）およびAU司法技術特別委員会（Specialized 
Technical Committee on Justice and Legal Affairs）による最終確認が行われ、2018年 1月 29日にア
                                                        
2 Draft Protocol to the African Charter on Human and Peoples’ Rights on the Rights of Persons with Disabilities in Africa. 
（http://blindsa.org.za/wp-content/uploads/2018/02/English-Protocol-on-the-Rights-of-Persons-with-Disabilities-.pdf, 
2018年 5月 22日閲覧）。 
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ディスアベバで開催された第 30 回 AU首脳会合で採択された。 
議定書は、AU 加盟国 15 ヶ国の批准をもって法的効力を持つこととなっており、AU 加盟国の
署名・批准を促進するための啓発活動などが始まっている。議定書に署名・批准した国は、2年に
1 回3、議定書に記載の障害者の権利実現に向けた取り組みの進捗状況をガンビアに設置されてい
るアフリカ人権委員会（African Commission on Human and Peoples’ Rights）に報告する義務がある。
また、議定書は締約国に障害者に関する国内法の整備を求めており、締約国で障害者法の無い国々
に法制定を促していくための取り組みも始まっている。例えば、AUの全アフリカ議会（Pan-African 
Parliament: PAP）とアフリカ障害同盟（Africa Disability Alliance: ADA）4が協力し、障害者法モデル
（Model Disability Law）を 2019 年末までに作成するという取り組みが始まっている5。 
第 2 の柱、プログラムは、第 2次アフリカ障害者の 10 年の大陸行動計画の実施である。第 2次
アフリカ障害者の 10年の大陸行動計画は、第 1次大陸行動計画で掲げられた 10項目のうち 9 項
目を引き継ぎつつ、農村地域の障害者のインクルージョンを保障することなど、新たに追加され










なお、2019 年で終了する第 2 次アフリカ障害者の 10 年は、その後、第 3 次へと延長するので
はなく、AUDA に沿って実践的な活動を実施し、具体的な成果を残すこと、さらにその活動をモ





AUDA や議定書策定に関する AU の大陸横断的な取り組みにおいては、アフリカ障害フォーラ
ム（African Disability Forum: ADF）がアフリカ全体をカバーする障害者団体として重要な役割を担
ってきた。ADFは障害者が主体となった組織であり、アフリカの障害者、障害者の家族、障害者
                                                        
3 議定書第 32条には、定期報告はアフリカ人権憲章第 62 条に従うと記載されており、アフリカ人権憲章第 62 条
には、締約国は、本憲章が効力を発揮してから 2 年ごとに、憲章に保障された権利や自由に効果を与える立法
や他の取り組みを報告する義務があると記載されている。 
4 アフリカ障害者の 10年事務局（Secretariat of the African Decade of Persons with Disabilities: SADPD）が 2014年に
改称したもの。 
5 ADA代表の Kudakwashe Dube氏より聞き取り（2018年 2月 19日、プレトリアにて）。 
6 AU職員の Lefhoko Kesamang氏より聞き取り（2017年 5月 4日、ヨハネスブルクにて）。 
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団体の声を集めるとともに、各国の障害者団体や団体間の調整の役割を担う障害者連盟
（Federation of Disabled People’s Organisations）の能力強化を行う組織として、2012 年に発足し、
2014 年に正式に設立された。ADF はエチオピアのアディスアベバに事務所を構え、40 ヶ国から
53 の団体が加盟している（2018 年 2 月 8 日現在）7。ADF は、アフリカ各地域の障害者連盟と協
力し、これまで、西部アフリカのマリ、中部アフリカのカメルーン、南部アフリカの南アフリカ、
東部アフリカのケニアで戦略計画協議ワークショップを開催してきた8。その結果を踏まえ、2017




















力プロジェクト「障害者のエンパワメントと障害主流化促進プロジェクト（通称 Southern African 
Disability Empowerment and Mainstreaming: SADEM プロジェクト）9」が 2016 年 5月に開始された。





                                                        
7 ADF職員の Berhanu Tefera氏より 2018年 2月 8日に Eメールを通じて回答を得た。 
8 北部アフリカでは、地域障害者連盟の活動がまだ活発でないこともあり未開催（ADF職員の Berhanu Tefera氏よ
り聞き取り、2017年 9月 14日、ケニアにて）。 
9 「障害者のエンパワメントと障害主流化促進プロジェクト」ウェブサイト 
（https://www.jica.go.jp/project/southafrica/002/index.html）、JICA SADEMの Facebookページ 
（https://www.facebook.com/jicasouthafricadisabilityempowermentmainstreaming/, 2018年 5月 22日閲覧）。 
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ないという指摘がある ［Lang et al. 2017］。さらに、AUDIに関しても、今後、具体的にどこでど
のような活動を行うのか、AU がどのように予算を確保するのかといった課題を解決する必要が










                                                        
10 障害者の権利に関する議定書に先立ち、2016 年 1月に AU で採択された高齢者の権利に関する議定書は、2018
年 2月 8日現在、署名はわずか 5ヶ国、批准した国はないという状況である。 
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